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家電公取協が価格表示についての消費者アンケートを実施
コロナ禍で拡大するネット通販における下取り特価､二重価格表示など対象

公益社団法人 全国家庭電気製品公正取引協議会（略称：家電公取協､野村勝明会長）は､一般消費者約3,200人を対象とした消費者アンケートをこのほ

ど実施し､その結果をまとめました｡

今回の消費者アンケートは､小売業者の価格表示､特に最近拡大著しいネット通販で多用されている二重価格表示や二重価格表示に類似する下取りセー

ル表示に関する一般消費者の認識を調査したもので､当協議会では､この結果を家電製品の業界ルールである公正競争規約の運用に活用することとしてい

ます｡

1 アンケート調査の概要

対 象 者 ： 当協議会の消費者モニター約200人（自由意見付き）及びWeb回答者3,000人

②実施時期： 令和3年3月中旬から4月中旬の約1か月間

③テ ー マ ： 家電品の通信販売における表示上の問題（通販業者が多用する「二重価格表示」や「下取りセール」など）に関する消費者の意識､認識に

ついて

④実施目的： 公正競争規約を遵守している当協議会会員が競争上不利にならないよう､規約で禁止している二重価格表示の比較対照価格（将来の販売価

格､競争事業者の販売価格など）や二重価格表示に類似する価格表示についての一般消費者の認識を調査し､今後の規約運用の参考とする｡

2 アンケート結果の概要（設問および集計結果は別紙参照）
アンケートの前半では､二重価格表示（販売価格とそれと比較される高い価格＝比較対照価格を併記する表示方法）に関する意識・認識を調査したが､

モニター､Webともに､比較対照価格がどんな価格であるかを確認していない人が多いことが分かった｡比較対照価格には､「メーカー希望小売価格」「当

店通常価格」「将来の販売価格」「競争事業者の価格」など様々なものがあり､確認せずに「価格が安くなっている」「お得だ」などと判断することは誤

認につながると考えられる｡

アンケート後半の「下取りセール」等の二重価格に類似する表示も含め､全体的に肯定派､否定派の回答が拮抗する設問が多かったが､消費者モニターの

自由意見では「消費者を騙すような価格表示が多いので､もっときちんと取り締まるべき」「こういった表示テクニックがあることを消費者も勉強しない

といけない」など､否定派も多かった｡

以上

（問合せ先：家電公取協事務局 03－3591－6023 松本､齊藤）
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